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令和２年度  事業報告  

 

期間  令和２年 ７月 １日から 

    令和３年 ６月３０日まで 

１．今期の総括 

協会は、平成２１年７月に(社)愛媛県果実生産出荷安定基金協会と(社)愛媛県野菜価格安

定基金協会が合併、その後、平成２５年７月には公益法人に移行し、青果物の安定的な生産

出荷の推進、青果物生産農家の経営の支援を通じて、愛媛県農業の発展と消費者の消費生活

の安定に寄与することを目的とした事業を関係機関と連携して実施している。 

 

【野菜関係】 

  野菜の市場価格が保証基準額を下回った場合に、生産者に価格差補給交付金を交付し生産意

欲を高め産地を維持することを目的としている「野菜価格安定制度」に基づき、交付準備金の

造成や補てん金の交付等を通じて、野菜農家の経営の安定を支援した。 

今期は、コロナ禍で外食需要低迷により価格が下落した品目があった。夏秋野菜は梅雨明け

遅れとその後の高温で全国的に少なく高値が続いたが、秋の生育順調で 11 月には重量野菜を中

心に価格が下落した。冬場には暖冬から葉茎類を中心に平年より安値となった。 

こうした情勢を受け、当協会が実施する３事業において、たまねぎ・ブロッコリー・冬レタ

ス・秋冬ネギ等を対象に、価格差補給交付金 7,146 千円（前年 19,789千円）を交付した。 

なお、全農愛媛県本部が登録出荷団体となっている指定野菜価格安定対策事業（当協会が事

務を受託）においては、冬春トマト・秋冬はくさい・冬レタス・冬春きゅうり等を対象に、

55,092千円（前年 69,264 千円）の交付があった。 

 

【果樹関係】 

果実の安定的な生産出荷や農業経営の支援に関する事業等を通じて、果樹農家の経営の安定

と経営基盤の強化の支援に努めた。 

令和２年４月に策定された国の果樹農業基本方針では、これまでの供給過剰基調に対応し

た生産抑制的な施策から、生産基盤強化のための施策に転換していくこととされ、優良品目 

・品種への転換・新植や植栽後の幼木の管理経費、小規模園地整備等への支援対策事業を継

続実施した。今期は、1,280園地・158haでの計画を承認するとともに、前年度承認繰越分も

含め654園地・94haの実績報告に対し補助金220,620千円（前年326,704千円）を交付し、担い

手の経営を支援した。 

また、果実流通加工対策として、加工用果実の選別等の掛かり増し経費の一部を補助する

「加工・業務用果実安定供給連携体制構築事業」による前年度承認分の補助金97,032千円

（前年64,918千円）を交付した。 

 

 



事業別の執行状況は次のとおり。 

基金事業 交付金・補助金 実績一覧 

上段：令和２年度  

下段：令和元年度  

 

 

 事 業 名 年度 
予約数

量(ｔ) 

基金造成額 

（千円） 

交付実績 

（千円） 

交付率 

（％） 

野 
 

菜 
 

事 
 

業 

野菜価格安定基金造成事業 
２ 39 3,577 426 12％ 

１ 31 2,846 1,790 63％ 

転作野菜価格安定事業 
２ 502 30,276 189 1％ 

１ 698 40,758 2,771 7％ 

特定野菜等供給産地育成 

価格差補給事業 

２ 3,136 218,677 6,531 3％ 

１ 4,139 275,062 15,228 6％ 

合   計 
２ 3,677 252,530 7,146 3％ 

１ 4,868 318,666 19,789 6％ 

※特定野菜事業の造成額には、(独)農畜産業振興機構で造成している額を含む（当協会の管理な   

し）。 

 

 

 

 事 業 名 年度 
対 象 

(ｔ・ha) 

交付実績 

（千円） 
備考 

果 
 

実 
 

事 
 

業 

果樹経営支援対策事業 
２ 66ha 158,840 400 園地 

１ 99ha 219,885 651 園地 

果樹未収益期間支援事業 
２ 28ha 61,780 254 園地 

１ 49ha 106,819 465 園地 

加工・業務用果実安定供給連

携体制構築事業 

２ 4,000ｔ 97,032  

１ 2,631ｔ 64,918  

果実計画生産確認事業 
２ － －  

１ 2,457ｔ 4,221 事業終了 

果樹生産性向上モデル確立

推進事業 

２  0  

１  10,000  

合   計 
２  317,652  

１  405,843  

※果樹経営支援対策事業及び果樹未収益期間支援事業の2年度は、１産地協議会が 

３年度報告となったため、交付実績が減少した。 



２．事業別の概要および実績  

 １．野菜関係 

 （１）野菜価格安定事業の実施 

    市場価格が著しく低下し保証基準額を下回った場合に、生産者に補てん金を交付し生産意欲

を高め産地を維持することを目的に、産地条件に応じた事業を実施した。 

   ア．野菜価格安定基金造成事業 

     新たな野菜安定供給産地を育成するため普及・啓発を行い、新規に野菜を導入する産地

（0.5～１ha以上）から出荷された野菜を対象とする。 

     今期の予約は１品目・39トンで、交付に必要な資金を県・市町・会員がそれぞれの負担割

合に応じて造成し、当協会が資金 3,577千円の管理運営を行った。 

     価格差補給交付金の交付実績は１品目・426 千円で、資金造成額に対する交付率は 12％。

交付対象品目は、秋冬ねぎ（426千円）であった。 

   イ．転作野菜価格安定事業 

     水田における野菜への転作を計画的に実施し産地として定着させるための普及・啓発を行

うとともに、転作を実施した産地（3ha以上）から出荷された野菜を対象とする。 

     今期の予約は５品目・502トンで、交付に必要な資金を国・県・市町・会員がそれぞれの

負担割合に応じて造成し、当協会が資金 30,276千円の管理運営を行った。 

     価格差補給交付金の交付実績は３品目・189 千円で、資金造成額に対する交付率は１％。

交付対象品目は、ネギ（42千円）トマト（74 千円）、さといも（73 千円）であった。 

   ウ．特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

     国民の消費生活上重要な野菜である「指定野菜」に準ずる「特定野菜等」の普及・啓発を

行い、対象産地（5～10ha 以上）から出荷された野菜を対象とする。（独）農畜産業振興機構

（以下「機構」という。）からの価格差補給助成金を受け、補てん金の交付を行った。 

     今期の予約は 16品目・3,136 トンで、交付に必要な資金を機構［国］・県・会員がそれぞ

れの負担割合に応じて造成し、当協会は県・会員の資金 124,834 千円の管理運営を行った。 

     価格差補給交付金の交付実績は 10品目・6,531千円で、資金造成額に対する交付率は３％。

主な交付対象品目は、特定野菜では、ブロッコリー（1,580 千円）、指定野菜では、たまねぎ

（1,134千円）、冬レタス（2,671 千円）、さといも(366千円)であった。 

   エ．野菜生産出荷安定資金造成円滑化事業 

     「指定野菜」の生産及び出荷の安定を図ることを目的として、機構［国］が実施する指定

野菜価格安定対策事業における県の資金造成分について、愛媛県からの補助金を受け入れ機

構に納付する事業であり、今期については造成がなかった。 

   なお、指定野菜価格安定対策事業においては、登録出荷団体である全農愛媛県本部から

事務を受託しており適正な執行に努めた。全農愛媛県本部からの価格差補給交付金の交付

実績は、55,092千円。主な交付対象品目は冬春とまと（5,423千円）、秋冬はくさい

（17,537千円）・冬春きゅうり（7,658千円）、冬レタス（13,220 千円）であった。 

 



 （２）端境期等対策産地育成事業の支援 

    加工・業務野菜等、国産が需要に応えきれない品目や作型（端境期）の生産基盤の強化に向

け、作柄安定技術の導入等により野菜の安定的な生産及び出荷に取り組む事業実施主体に対

し、機構［国］が一定の補助を行う事業について、当協会では推進の支援や平成２７年度・２

８年度に採択された事業の進捗管理を行った。 

 

 ２．果樹関係 

 （１）果樹経営支援等対策事業の実施 

   ア．果樹経営支援対策事業 

     担い手の経営基盤の強化及び競争力の高い産地育成の加速化を図るため、産地計画に基づ

き、優良品目・品種への転換・新植や園内道・モノレール・かん水設備等の設置等の整備事

業、大苗育苗ほ設置等の推進事業を行う担い手・生産出荷団体等に対し補助する事業で、今

期は、744園地・103haでの計画を承認するとともに、前年度承認繰越分と併せ、400園地・

66ha（うち30豪雨関係5園地・0.3ha）の実績報告を対象に158,840千円の補助金を交付した。 

   イ．果樹未収益期間支援事業 

     競争力の高い果樹産地の育成を強化するため、担い手等がアの果樹経営支援対策事業等

により優良な品目・品種への改植を実施した後、経済的に価値のある水準の収量が得られる

までの期間に要する経費の一部を補助する事業で、今期は、536園地・55haでの計画を承認

するとともに、前年度承認繰越分と併せ、254園地・28ha（うち30豪雨関係5園地・0.3ha）

を対象に61,780千円の補助金を交付した。 

 （２） 加工・業務用果実安定供給連携体制構築事業の実施 

     加工用果実の再生産価格を確保するため、契約取引等による計画的な取引手法の実証や

加工用果実の選別及び出荷体制の構築並びに作柄安定技術の導入に要する経費の一部を中

央果実協会が補助する事業で、愛媛県果実生産出荷安定協議会を通じ、令和元年度分の補

助金97,032千円を交付した。（今年度で終了） 

 

 （３）果樹生産性向上モデル確立推進事業 

    農地中間管理機構果樹産地モデル地区において、労働生産性の向上を図る生産技術体系の

実証・普及を行う事業に対し、令和元年度に採択された事業の進捗管理を行った。 

 

３．法人管理執行状況  

（１）会員名簿の更新 会員からの届出による 

    令和２年１１月 １日 新居浜市農協・西条市農協が合併 ⇒ えひめ未来農協 

               賛助会員（農）アイレンレタス研究会 代表理事の変更 

（２）役員の変更登記  

登記手続完了日 

令和３年 ５月２６日 



    【辞任】理事：石川 稔 氏、德本 貴久 氏、田中 剛 氏、三瀬 計浩 氏 

    【就任】理事：大西 誠 氏、百田 原純 氏、佐伯 宣孝 氏、兵頭 章夫 氏 

 

（３）監督行政庁への提出・届出 

令和２年 ７月 ６日  国の事業終了等に伴う公益目的事業の内容変更の届出 

令和２年 ９月２８日  令和元年度事業報告等の提出 

令和３年 ５月２８日  理事の変更届出 

令和３年 ６月２５日  令和３年度事業計画等の提出 

 

（４）会議等の開催 

  ア．法人の運営に関する会議等 

開 催 年 月 日 会 議 名 内 容 

令和２年 ８月 ６日 監事監査 ○令和元年度事業報告及び収支決算の監査 

令和２年 ８月２７日 

 

 

第１回理事会 

 

 

○令和元年度事業報告及び決算書の承認 

〇令和２年度の会費 

○令和２年度通常総会の開催 

令和２年 ９月１８日 

 

 

 

通常総会 

 

 

 

○令和元年度事業報告 

○令和元年度決算書の承認 

○令和２年度会費徴収の承認 

〇令和２年度事業計画及び収支予算の報告 

令和３年 １月２９日 

 

 

第２回理事会 

（決議の省略） 

 

○業務方法書（野菜）の一部変更の承認 

〇《報告事項》 

 令和２年度事業等執行状況の中間報告 

令和３年 ３月２２日 

第３回理事会 

（決議の省略） 

 

〇事務局長の任免 

令和３年 ４月２１日 

第４回理事会 

（決議の省略） 

 

〇決議の省略の方法による総会の開催の承認 

○理事４名の候補者の決定 

 

令和３年 ５月１３日 
臨時総会 

(決議の省略) 
〇理事４名の選任 

令和３年 ６月２１日 
第５回理事会 

（決議の省略） 

〇令和３年度事業計画 

〇令和３年度収支予算書 

〇資金調達及び設備投資の見込みについて 

〇業務方法書の一部変更について 

〇退職給与引当金の計上と特定資産への振替 

《報告事項》 

〇令和２年度事業等執行状況の報告 

 



イ．事業の推進に関する会議等 

開 催 年 月 日 会 議 名 主 な 内 容 

令和２年 ９月 ９日 

     ～ １１日 

担当者説明会 

（地区別） 

○野菜価格安定制度と収入保険制度との同時利用

（特例：初年限り）の周知 

令和２年１０月２９日 
令和２年産 

冬春野菜出荷協議会 

〇令和２年産販売・生産基本方針 

〇令和２年度野菜価格安定対策事業の予約状況報告 

令和２年１１月１７日 
令和２年産 

夏秋野菜出荷反省会 

〇令和２年産販売実績報告 

〇令和２年度野菜価格安定対策事業の交付状況報告 

令和２年１１月１８日 

     ～ ３０日 

令和３年度 

交付予約数量協議 

〇令和３年度野菜価格安定対策事業に係る 

交付予約数量の県ヒアリングへの参画 

令和２年１１月２６日 
全農愛媛県本部 

果実生産部会 

〇果樹経営支援等対策事業の進捗状況の報告 

〇令和３年度果樹関係予算の概算要求の説明 

令和３年 ２月上旬 

（資料の配付のみ） 

果樹支援対策事業の

担当者説明会 

〇令和３年度果樹関係予算の周知 

〇令和３年度果樹経営支援対策事業等の主な変更点 

令和３年 ６月２２日 
全農愛媛県本部 

第 1 回果実生産部会 

〇令和３年産温州みかんの生産出荷目標数量 

〇第 23 回全国果樹技術・経営コンクールの募集 

〇果樹経営支援等対策事業の進捗状況報告 

 

 

（５）役員に関する事項（令和３年 ６月３０日現在） 

  会長   菅 野 幸 雄  全国農業協同組合連合会愛媛県本部 運営委員会 会長 

  副会長  清 家 俊 蔵  愛媛県農業会議 会長 

  専務理事 関 岡 光 昭  全国農業協同組合連合会愛媛県本部 県本部長 

  理事   牧之瀬 泰 志  愛媛県農林水産部 農業振興局長 

  理事   山 内 謙 治  周桑農業協同組合 代表理事組合長 

  理事   黒 川 俊 継  越智今治農業協同組合 代表理事理事長 

  理事   福 島 幸 則  えひめ中央農業協同組合 代表理事理事長 

  理事   菊 地 秀 明  愛媛たいき農業協同組合 代表理事組合長 

  理事   木 下  親   西宇和農業協同組合 代表理事理事長 

  理事   大 西  誠   愛媛県議会 農林水産委員長 

  理事   佐 伯 宣 孝  西条市農林水産部農水振興課 課長 

  理事   百 田 原 純  松山市産業経済部農水振興課 課長 

  理事   兵 頭 章 夫  西予市産業部農業水産課 課長 

  理事   西 本 滿 俊  愛媛県農業協同組合中央会 代表理事会長 

  理事   赤 松 泰 伸  愛媛県農業共済組合 組合長理事 

  監事   山 本 長 雄  えひめ南農業協同組合 代表理事組合長 

  監事   阿 部 和 孝  愛媛県信用農業協同組合連合会 経営管理委員会 会長 

  監事   影 浦 浩 二  公認会計士 

 

 



（６）組織及び職員の状況（令和３年 ６月３０日現在） 

ア．職員の状況 

○ 事務局長  １名（全国農業協同組合連合会愛媛県本部 園芸部長兼務） 

○ 事務局職員 ５名（うち職員１名・全農愛媛県本部からの出向者４名） 

イ．会員の状況 

○ 正会員（15会員） 

・公益財団法人中央果実協会     理事長       村 上 秀 德 

・愛 媛 県            知事        中 村 時 広 

・全国農業協同組合連合会愛媛県本部 県本部長      関 岡 光 昭 

・うま農業協同組合         代表理事組合長   合 田  久 

・えひめ未来農業協同組合      代表理事組合長   加 藤  尚 

・周桑農業協同組合         代表理事組合長   山 内 謙 治 

・東予園芸農業協同組合       代表理事組合長   越 智 敬 一 

・越智今治農業協同組合       代表理事理事長   黒 川 俊 継 

・今治立花農業協同組合       代表理事組合長   岡 林 興 通 

・松山市農業協同組合        代表理事組合長   阿 部 和 孝 

・えひめ中央農業協同組合      代表理事理事長   福 島 幸 則 

・愛媛たいき農業協同組合      代表理事組合長   菊 地 秀 明 

・西宇和農業協同組合        代表理事理事長   木 下  親 

・東宇和農業協同組合        代表理事組合長   兵 頭 仁 志 

・えひめ南農業協同組合       代表理事組合長   山 本 長 雄 

○ 賛助会員（1会員） 

・農事組合法人アイレンレタス研究会   代表理事    村 上 高 政 

  



 

４．法人事業の状況  

（１）基本財産の状況                             （単位：円） 

  年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

出 

資 

者 

別 

内 

訳 

 国補助金 25,990,000 25,990,000 25,990,000 25,990,000 25,990,000 

 県補助金 45,041,000 45,041,000 45,041,000 45,041,000 45,041,000 

 市町補助金 10,027,000 10,027,000 10,027,000 10,027,000 10,027,000 

 会員負担金 40,896,000 40,896,000 40,896,000 40,896,000 40,896,000 

  合  計 121,954,000 121,954,000 121,954,000 121,954,000 121,954,000 

 

（２）正味財産増減の状況                           （単位：円） 

  年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部 

経常増減の部         

経常収益 465,560,689 720,021,228 647,461,356 645,764,673 375,118,288 

経常費用 465,157,092 719,877,914 650,680,867 647,336,204 374,959,942 

経常増減額 403,597 143,314 △ 3,219,511 △ 1,571,531 158,346 

経常外増減の部         

経常外収益 0 0 0 0 0 

経常外費用 0 0 0 0 0 

経常外増減額 0 0 0 0 0 

一般正味財産増減額 403,597 143,314 △ 3,219,511 △ 1,571,531 158,346 

一般正味財産期首残高 48,115,290 48,518,887 48,662,201 45,442,690 43,871,159 

一般正味財産期末残高 48,518,887 48,662,201 45,442,690 43,871,159 44,029,505 

指
定
正
味
財
産
増
減
の
部 

指定正味財産増減の部         

受取交付準備金 96,991,722 102,547,706 77,682,236 74,691,284 16,967,413 

受取補助金     2,138,614   

一般正味財産への振替額 △73,671,942 △93,442,022 △92,043,777 △218,066,133 △32,289,241 

指定正味財産増減額 23,319,780 9,105,684 △12,222,927 △143,374,849 △15,321,828 

指定正味財産期首残高 578,656,193 601,975,973 611,081,657 598,858,730 455,483,881 

指定正味財産期末残高 601,975,973 611,081,657 598,858,730 455,483,881 440,162,053 

正味財産期末残高  650,494,860 659,743,858 644,301,420 499,355,040 484,191,558 

 


